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コロナ・ショックの調整から急反発した当ファンドの基準価額

当ファンドの基準価額はFRB(米連邦準備制度理事会)の予防的な利下げなどを追い⾵に2019年
10⽉以降堅調に推移し、2020年2月21日には一時14,293円まで上昇しました。その後は新型コロナ
ウイルスの感染拡大により調整しましたが、2020年3月24⽇以降は反発に転じ、2020年4月30日時
点の基準価額は12,346円、設定来の騰落率は＋23.5％となっています。

当ファンドは設定来で世界株の上昇率を上回り、相対的に高いパフォーマンスをあげています。特に上昇
局面では世界株式をアウトパフォームしています。設定⽇以降の上昇局⾯では、データセンター運営のエク
イニクスや住宅ローン会社向けIT支援のブラックナイトなどの多くの組入銘柄の業績が堅調に推移し、成
⻑期待が⾼まったことなどが追い風となりました。

一方、新型コロナウイルスの感染拡大による景気後退懸念が強まった下落局面では、ソフトウェアや電
⼦署名⼤⼿のドキュサインと医療ソフトの開発を⼿掛けるEPAMシステムズなどのIT(情報技術)サービス
企業が当ファンドのパフォーマンスにプラス寄与しました。これらのセクターは、都市封鎖(ロックダウン)などが
実施される中でも相対的に業績への影響が少ないと⾒られたことが株価の下⽀え要因となりました。

〜 ⾜元の運⽤状況と今後の⾒通しについて 〜

コロナ・ショックの調整・反発局面ともに世界株をアウトパフォーム

・出所：Bloombergより作成

※世界株：MSCI ACWI Net Total Return USD Index(円換算、前営業日の値を表示)

【 当ファンドの基準価額と世界株の推移 】

・期間：2019年1⽉30⽇〜2020年4⽉30⽇(2019年1⽉30⽇を10,000として指数化)
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【 当ファンドの基準価額と世界株の推移 】

・出所：Bloombergより作成

・期間：2019年1月30⽇〜2020年4月30日(2019年1月30日を10,000として指数化)

※世界株：MSCI ACWI Net Total Return USD Index(円換算、前営業日の値を表示)

・期間：2020年2月21⽇〜2020年3月24日

・期間：2020年3月24⽇〜2020年4月30日
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コロナ禍による⽣活⼀変で更なる成⻑が期待される組⼊銘柄の⼀例

<事業内容>

電子署名技術のリーダー企業。世
界180ヵ国以上でサービスを提供し
ており、顧客は政府や⺠間企業など
多岐にわたる。電子署名市場にお
いて最大のシェアを誇る。

<事業内容>

ITサービス企業。世界の大手製
薬企業を顧客として抱え、ヘルスケ
ア業界におけるITシステムの技術蓄
積が豊富。

ドキュサイン（電⼦署名⼤⼿、組⼊⽐率2.0％）

EPAMシステムズ（ITサービス、組⼊⽐率2.2％）

・出所：Bloombergより作成(2020年4月末時点)
・期間(株価)：2018年2月末〜2020年4月末
・期間(EPS)：2018年度〜2021年度 ※2020年度以降の
予想EPSは2020年4月末時点の予想値(Bloomberg集計)

・出所：Bloombergより作成(2020年4月末時点)
・期間(株価)：2016年1月末〜2020年4月末
・期間(EPS)：2016年度〜2021年度 ※2020年度以降の
予想EPSは2020年4月末時点の予想値(Bloomberg集計)

(ドル) (ドル)【株価とEPSの推移】
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【 株価とEPSの推移】

新型コロナウイルスの世界的な蔓延に伴い今後様々な変化が予想される中、これからの新しい社会に
とって不可⽋な分野をリードすると考えられる企業を３社ご紹介します。

<投資の着眼点>

データの改竄が困難となるブロックチェーンの活用で電子署名や
電子印鑑の信頼性は大きく向上する⾒通し。煩雑さを伴う書面
への署名、押印からの代替が加速する⾒込み。

足元では、新型肺炎の感染拡大の影響で在宅勤務の導入が
進み、社内決裁や契約締結時における署名、押印の電子化の
流れが加速。今後の業績拡大に期待。

<投資の着眼点>

ブロックチェーンを活用することで工場から患者の手元まで医薬
品の流通過程を迅速かつ正確に追跡することが可能に。偽造医
薬品問題への対処として、同社はブロックチェーンを活用した流通
システムを開発。

流通システム以外にも、臨床試験や電子カルテのデータ管理な
どの幅広い領域でブロックチェーンの活⽤が検討されており、同社の
事業機会の拡大に期待。
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コロナ禍による生活一変で更なる成⻑が期待される組⼊銘柄の⼀例

<事業内容と投資の着眼点>

中国Eコマース最大手企業。ブロッ
クチェーンの自社事業への活用を進
めており、政府も国策として⼒を⼊
れる中、ブロックチェーン関連特許の
出願件数では世界首位。

アリババ・グループ・ホールディング（Eコマース⼤⼿、組⼊⽐率3.4％）

・出所：Bloombergより作成(2020年4月末時点)
・期間(株価)：2015年4月末〜2020年4月末
・期間(EPS)：2015年度〜2020年度 ※2019年度以降の
予想EPSは2020年4月末時点の予想値(Bloomberg集計)

今後の⾒通し

(ドル) (元)【株価とEPSの推移】
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足元では、ロックダウンの部分解除とそれに伴う経済活動の正常化への期待感から、株式市場は上昇
基調を維持しています。新型コロナウイルスの感染拡大が始まる前と比較すると、先進国を中心に多くの
国で巨額の財政出動と⼤幅な⾦融緩和が実施されており、この点は株式市場にとってのプラス要因にな
ると考えられます。

一方で、ワクチンの開発や集団免疫の獲得を通じて新型コロナウイルスが完全に収束するには時間を要
することから、当面は感染症と共存する形での社会・経済活動を余儀なくされ、企業業績への下押し圧
⼒も残存することが⾒込まれます。

経済⾒通しが不透明な状況において株式市場では、中期的な成⻑ドライバを有する企業が選好され
やすいと⾒ています。ブロックチェーンは今後様々な産業において活用が進む先端技術であり、関連銘柄
の中期的な成⻑余地は⼤きいと考えられます。

今後もブロックチェーンの普及によって業績面で恩恵を受けることが可能な企業に着目しつつ、新型コロ
ナウイルスが生活様式に与える変化、バリュエーションなどにも注意を払った運用を継続する方針です。

<投資の着眼点>

中国では模造品の混入や商品の紛失が依然として問題になっ
ている。ブロックチェーンの活⽤によって物流過程で改竄できない
データ履歴を残すことが可能となり、こうした問題の解消に繋がる
⾒込み。

今後は海外との「越境Ｅコマース」が同社のフロンティアであり、プ
ラットフォームの信頼性向上は同社にとって重要課題。ブロック
チェーンの利活⽤を進めることによる海外市場の開拓余地に期待。

巨額の財政出動と⼤幅な⾦融緩和が株価のプラス要因に
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【 国別構成⽐率 】 【 業種別構成⽐率 】

※国別・業種別構成⽐率と組⼊上位10銘柄はマザーファンドの状況です。
※構成⽐率は対純資産総額⽐、端数処理の関係で合計値が100％とならない場合があります。

銘柄名 国・地域 業種 銘柄概要 保有⽐率

1 トランスユニオン 米国 資本財・サービス 信用調査 4.5%

2
フィデリティ・ナショナル・

インフォメーション・サービシズ
米国 情報技術

業務処理アウトソーシング・
ソフトウエア・IT支援

4.4%

3 IHSマークイット 米国 資本財・サービス 産業調査・⾦融情報提供 4.2%

4 ビザ 米国 情報技術 決済システム 3.8%

5 インテュイット 米国 情報技術
会計・税務ソフトウェア・

クラウドサービス
3.5%

6 アリババ・グループ・ホールディング 中国 一般消費財・サービス 電子商取引・ITサービス 3.4%

7 セールスフォース・ドットコム 米国 情報技術 顧客管理ソフトウエア 3.1%

8 インターコンチネンタル・エクスチェンジ 米国 ⾦融 電子取引所運営 3.0%

9 エクイニクス 米国 不動産 データセンター運営 2.9%

10 マスターカード 米国 情報技術 決済システム 2.8%

組入銘柄数 45銘柄

【 組入上位10銘柄 】

ポートフォリオの概況(2020年4月末時点)
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■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2020年5⽉13⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

⾦融先物取引

業協会

一般社団法人

第⼆種⾦融商

品取引業協会

備考

とちぎんTT証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第32号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第52号 ○ ○ ○

むさし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第105号 ○ ○

株式会社証券ジャパン ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第170号 ○

フィデリティ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第152号 ○

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第164号 ○ ○

三木証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第172号 ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第140号 ○ ○ ○

木村証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第6号 ○

静岡東海証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第8号 ○

百五証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第134号 ○

株式会社新⽣銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第10号 ○ ○

株式会社富⼭第⼀銀⾏ 登録⾦融機関 北陸財務局⻑(登⾦)第7号 ○

＜備考欄の表示について＞

※１ 記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２ 記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。

※３ 新規のお取扱いを⾏っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

次世代⾦融テクノロジー株式ファンド(愛称：ブロックチェーン・⾦融⾰命)

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。

6

当資料はＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料であり、法令に基づく開⽰書類ではありません。投
資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありません。
信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の保護
の対象ではありません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありません。当資料は弊
社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意⾒等
は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運用は
委託会社が⾏います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客様
自身でご判断ください。なお、お客様への投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。

※MSCIのインデックスは、MSCIインク（以下「MSCI」といいます。）が開発した指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他⼀切の権
利はMSCIに帰属します。また、MSCIは同指数の内容を変更する権利および公表を停⽌する権利を有しています。


